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１ 保険料率 

 

後期高齢者医療では、２年間を通じて財政の均衡を保つことになっております。本年（平成２２年度）は、初め

ての保険料率改定が行われました。 

 

 平成２２・２３年度 (参考) 平成２０・２１年度 

(1)均等割額 ４０，３００円 ４２，５３０円 

(2)所得割率 ７．７５％ ７．９６％ 

  

２ 確定賦課の内容 

 

 平成２２年度 (参考) 平成２１年度 

(1)賦課総額 ４０，７２９，８４８，４３０円 ４０,１６６,７５６,６１０円 

(2)賦課人数 ５７４，１０５人 ５４１,１２１人 

(3)平均賦課額 ７０，９４５円 ７４,２２９円 
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３ 保険料額・所得額別被保険者数 

 

(1) 保険料額別の被保険者数 
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(2) 所得額（旧ただし書所得）別被保険者数 
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旧ただし書所得とは・・・ 

｢総所得金額等－基礎控除《33 万円》｣のことであり、

賦課の基となる所得です。 

 

(例)年金収入(330 万円未満)のみの方の場合。 

｢総所得金額等(年金収入－公的年金控除《120 万円》)

－基礎控除《33 万円》｣が旧ただし書所得となります。

旧ただし書所得額０円のケースとは・・・ 

収入が全くない方、「基礎控除後の総所得金額

等」(：旧ただし書所得)に算定されない非課税年

金を受けられる方、あるいは、公的年金を受給し

ているが公的年金控除及び基礎控除を差し引い

た結果、０円になる方などが考えられます。 
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４ 保険料の軽減措置 

 

(1) 低所得者の軽減措置 

ア 均等割額の軽減 

 

○所得が一定額以下の被保険者に対し、均等割額を９割・７割（8.5 割）・５割・２割の軽減措置を講ずる。 

 

○上記の軽減措置による財源は、埼玉県(3/4)、市町村(1/4)が負担する。(９割軽減のうち、２割軽減分につい

ては国が全額負担する。) 

 

○平成２０、２１年度は経済危機対策として、７割軽減に該当する被保険者に対し、８.５割の軽減措置を講じ

た。平成２２年度以降においても当分の間、この軽減を継続する。（８.５割軽減のうち、１.５割軽減分につ

いては国が全額負担する。） 

 

軽減賦課の状況（均等割額） 

平成２２年度 (参考)   平成２１年度 
軽減内容 

対象者数 軽減額 対象者数 軽減額 

９割軽減 107,290 人 3,889,806,700 円 100,491 人 3,844,219,410 円

７(8.5)割軽減 62,087 人 2,125,651,900 円 55,278 人 1,996,692,480 円

５割軽減 11,513 人 231,805,050 円 10,607 人 225,414,270 円

２割軽減 34,962 人 281,657,720 円 31,572 人 268,468,470 円

合計 215,852 人 6,528,921,370 円 197,948 人 6,334,794,630 円
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イ 所得割額の軽減 

 ○基礎控除後の総所得金額等が５８万円以下の被保険者について、所得割額を５割軽減する。 

 

軽減賦課の状況（所得割額） 

平成２２年度 (参考)  平成２１年度 
軽減内容 

対象者数 軽減額 対象者数 軽減額 

５割軽減（合 計） 45,071 人 491,255,110 円 41,697 人 466,115,200 円

均等割７(8.5)割軽減と重複 6,990 人 21,827,860 円 6,447 人 21,197,530 円

均等割５割軽減と重複 4,594 人 42,175,430 円 4,201 人 39,812,580 円

均等割２割軽減と重複 19,023 人 237,168,370 円 17,359 人 221,560,780 円

５割軽減

（内 訳）

所得割額軽減のみ 14,464 人 190,083,450 円 13,690 人 183,544,310 円

 

 (2) 被用者保険の被扶養者であった被保険者への対応 

 

○被用者保険の被扶養者であった方の保険料は、資格取得日から当分の間、所得割額は課さず、均等割額は５

割軽減とする。 

○上記の軽減措置による財源は、埼玉県(3/4)、市町村(1/4)が負担する。 

○平成２０、２１年度は激変緩和措置として、均等割額を９割軽減の措置を講じた。平成２２年度以降におい

ても当分の間、被保険者となってから２年間の軽減期間の規定を無くし、この軽減を継続する。（このうち４

割の軽減措置に係る財源については、国が全額負担する。） 

 

軽減賦課の状況（被用者保険被扶養者の軽減） 

平成２２年度 (参考)  平成２１年度 
軽減内容 

対象者数 軽減額 対象者数 軽減額 

均等割額９割軽減 

(被扶養者) 
65,615 人 2,377,815,550 円 65,700 人 2,511,628,230 円

※上記(1)、(2)の軽減措置による各区分別の状況については、別表(7 頁)のとおり  
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(別表) 

保険料軽減等区分別の状況 

被保険者数

107,290 人

62,087 人

11,513 人 34,962 人 14,464 人

65,615 人

10,166 人

268,008 人

18 .69%

10 .81%

2 .01% 6 .09%
2 .52%

11 .43%

1 .77%

46 .68%

0 人

50,000 人

100,000 人

150,000 人

200,000 人

250,000 人

300,000 人

均等割額
９割軽減

均等割額
７（8.5）割

軽減

均等割額
５割軽減

均等割額
２割軽減

所得割額
５割軽減

被用者保険の
被扶養者

であった方

限度額超過者 軽減なし、
限度額未満

 

※（％）は全体に占めるその該当人数の割合を示しています。 

※被用者保険の被扶養者であった方は所得割額の賦課がなく、均等割額は 4,030 円(本来の均等割額の 1/10)  

小鹿野町の場合、均等割額は 3,600 円 
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7 

○埼玉県全体における１人当たりの療養給付費に対して、２０％以上低い一人当たりの療養給付費となってい

た小鹿野町については、激変緩和措置として保険料率を平成２０年度から平成２５年度までの６年間軽減す

る。 

○軽減措置は２年ごとにその率が縮小されることとなっており、平成２０年度から平成２３年度における保険

料率等は、以下表のとおり。 

＊合計人数については、

複数の軽減項目に重複し

ている被保険者が存在す

るため、延べ人数となり

ます。  

 平成２２・２３年度 (参考) 平成２０・２１年度 

(1)均等割額 ３６，０２０円 ３５，７６０円 

(2)所得割率 ６．９３％ ６．７０％ 

(3)均一保険料率に対する調整割合 ８９．４％ ８４．１％ 

軽減内容 平成２２年度 平成２１年度 

対象者数 軽減額 対象者数 軽減額 
保険料率の軽減 

２，２７５人 １４，０４１，７９０円 ２，２６２人 ２１，２３３，２９０円 

項 目 対象者数 軽減額 

均等割額軽減 215,852 人 6,528,921,370 円

被用者保険被扶養者の軽減 65,615 人 2,377,815,550 円

所得割額軽減 45,071 人 491,255,110 円

小鹿野町における軽減（不均一賦課） 2,275 人 14,041,790 円

合 計 *328,813 人 9,412,003,820 円

※軽減措置に伴う財政負担は、国(1/2)、埼玉県(1/2)が負担する。 

 (3)療養給付費等が著しく低い地域における保険料率（不均一賦課） 

(4)保険料の各種軽減措置の合計(平成２２年度) 

    不均一賦課の状況 

 

 

  

 

 


